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令和８年度要求以降のＦ－ＲＥＩの予算等の運営について 

令和７年８月８日  

関係省庁申合せ 

復興庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、環境省  

 

福島国際研究教育機構（Ｆ－ＲＥＩ）は、東北の復興を実現するための夢や希望となるも

のとするとともに、わが国の科学技術力の強化を牽引し、産業競争力を世界最高水準に引き

上げる「創造的復興の中核拠点」を目指すものである。 

すでに令和５年度以来、「ロボット」、「農林水産業」、「エネルギー」、「放射線科学・創薬

医療、放射線の産業利用」、「原子力災害に関するデータや知見の集積・発信」の５分野につ

いて研究開発を行っており、本年１月の実績評価においては「着実な業績の進捗・成果が認

められる」とされた。現在、外部委託による 50の研究、直接雇用による 15のユニット、あ

わせて 65 の研究事業を行っており、Ｆ－ＲＥＩが外部委託による研究を中心とした体制か

ら直接雇用等による研究体制に移行する中で、来年度は直接雇用の研究事業がさらに増える

予定であり、施設は未整備ではあるものの、徐々に安定的な研究体制が構築されつつある。 

Ｆ－ＲＥＩの予算については累次の閣議決定等において「復興特会設置中は復興財源等で

必要な予算を確保するとともに、復興特会終了後も見据え、外部資金や恒久財源による運営

への移行を段階的・計画的に進める」こととされており、令和４年 12月 20日に共管５省及

び復興庁により関係省庁申合せを定めたところであるが、令和８年度予算要求については、

関係省庁の申合せを改定する必要がある。 

この文書により令和８年度以降の予算の取り扱いについて関係省庁の間で合意するとと

もに、今後、本文書を踏まえ、Ｆ－ＲＥＩがわが国の科学技術力・産業競争力の強化を牽引

する研究機関として自立していくことを見据え、一層効果的な研究開発等を進めるための予

算や機動的かつ柔軟に予算を執行できる仕組みのあり方や中期的な運営のあり方について、

復興庁が中心となって共管５省との間で早急に検討を行う。また、以下の内容については各

年度必要に応じて見直しを行う。 

 

１．Ｆ－ＲＥＩを巡る課題への対応 

 今後のＦ－ＲＥＩ予算の取り扱いを決定するにあたり、Ｆ－ＲＥＩをめぐる下記の課題に

ついて、復興庁及び関係省庁において検討を進め、以下の対応を行う。 

 

①各省の意向がＦ－ＲＥＩの研究へ反映されにくい状況の改善 

・ 令和８年度以降の各年度の予算要求にさきだって、研究内容については、復興庁による

調整のもとで、Ｆ－ＲＥＩは各省と十分に協議を行う。新規の研究事業を立ち上げる際

も同様とする。 

・ Ｆ－ＲＥＩの研究内容の検討にあたっては、復興庁による調整のもとで、各省等が定め

る各種研究計画等を十分に踏まえることとする。 

 

②必要な設備の復興財源による整備 
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各省予算による研究に必要となる設備については復興財源により整備することとし、下記

の点について早急に結論を出す。 

・ 研究活動の継続的な実施に必要な圃場の確保。 

・ 研究の方向性とあわせた加速器の仕様の確定、調達。 

 

③予算の使い勝手の改善 

・Ｆ－ＲＥＩの各省予算が縦割りとならないよう、予算の使い勝手の改善策を令和８年度予

算編成までに講じる。具体的には、省庁間・省庁内の予算執行上の内容変更を弾力的に行

うための措置を講じるとともに、各省の補助金の取り扱いルールを統一する。 

・各省予算の執行にあたっては、担当省庁とともに復興庁（福島国際研究教育機構室及び予

算会計企画班）がＦ－ＲＥＩの窓口となって相談に応じる体制とする。 

 

④中期的な運営のあり方 

・復興特会終了後においてもＦ－ＲＥＩが持続的・自立的に発展できるよう、復興庁を中心

に必要な財源を検討する。その際、Ｆ－ＲＥＩが中期計画に盛り込んだ予算規模が確保さ

れるようにするとともに、複数年にわたる研究開発を円滑に実施し、戦略的かつ柔軟な運

営が可能となるよう配慮する。 

・復興庁が廃止された後の恒久組織たるＦ－ＲＥＩの所管省庁の在り方については、「「第２

期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針」（令和７年６月 20

日閣議決定）に掲げられた３年後目途の見直しにおいて結論を出す。 

・新産業創出等研究開発基本計画や中期目標等を取りまとめる際に総合科学技術・イノベー

ション会議（ＣＳＴＩ）から意見聴取しているところ、こうした取組も通じ、復興庁が中

心となり、我が国の科学技術・イノベーション政策におけるＦ－ＲＥＩの位置づけを確立

すること。 

 

２．各年度の予算における対応 

 （１）一般管理費 

① 現状 

一般管理費は、恒久組織を支えていく共通経費的性格を持つことから、恒久財源へ

の段階的移行を早期に導入することとされている。これを踏まえ、前回申合せの通り、

一般管理費のうち役員報酬は、Ｆ－ＲＥＩ設立の令和５年度から、一般会計負担の対

象とし、共管５省から等分して拠出している。 

 ② 今後の方針 

令和８年度以降については、役員報酬にかかる取組は継続する。 

それ以外の一般管理費については、まずは、各年度の概算要求に先立って、復興庁

が当面の経費の見通しを各省に対して十分に説明する。その上で、全体として、各年

度における研究開発費総額に占める復興特会以外の研究開発費の概算要求額の割合

に一般管理費総額（役員報酬を除く）を乗じた金額の半額を復興特会以外において要

求・要望する。その中で各省は直近の年度における研究開発費の執行額（契約ベース）

の割合に従って要求・要望することとする。 
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上記については令和８年度から１０年度まで実施し、復興施策全体の３年後目途の

見直しの一環として、１１年度予算要求に先立って復興庁及び共管５省の要求・要望

の取り扱いを見直す。 

なお、施設・設備が本格的に導入された後の維持管理等の経費については、施設・

設備の利用状況を踏まえて改めて復興庁と関係省庁で協議する。 

 

 （２）施設整備費 

  ① 現状 

    組織の立ち上げ時に必要となる一時的な費用としての性格を持つことから、復興財

源の充当を基本とすることとしている。 

  ② 今後の方針 

    令和８年度以降も引き続き、Ｆ－ＲＥＩの当初の施設整備（用地や事務棟・研究棟

等の建物）には復興財源を充当する。必要な圃場の整備や加速器及び附帯する施設整

備についても、復興財源により、令和１２年度までに実施する。 

 

（３）研究開発費 

 ① 現状 

前回申合せに従い、令和５年度から復興財源を活用して研究を開始し、実績の蓄積

に向けて活動を本格化しているところ。さらに、前回申合せでは、「今後の予算編成に

おいて、段階的・計画的な復興財源以外の財源への移行を検討する」とされていると

ころであり、令和１２年度にかけて復興特会以外に段階的・計画的に移行していく方

策について具体化する必要がある。 

  ② 今後の方針 

Ｆ－ＲＥＩの安定的な運営を確保するため、まずは共管５省それぞれが研究開発案

件を積極的に組成する。そのために復興庁を中心にＦ－ＲＥＩと共管５省が参加する

検討会議を開催し、各分野の研究開発案件を検討し、案件が少ない省庁・部局におい

ても案件の拡大を目指す。 

その中で、５０のユニットリーダーが新たな施設を拠点として研究者が活動する体

制を構築するとともに、Ｆ－ＲＥＩが世界に冠たる強みを確立する。 

   この道筋に沿った形で、Ｆ－ＲＥＩの持続的・恒久的な研究体制を確保できるよう、

令和８年度から令和１２年度において、現在の復興特会による予算を円滑に復興特会

以外へ移行するため、各省は毎年度復興特会以外による要求・要望を段階的・計画的

に増額していく。 

各年度の予算編成においては、骨太 2025 等に基づき一般会計においても新たに十

分な財源が確保されるよう取り組む。それも踏まえ、毎年度各省の要求・要望額を  

１／５ずつ復興特会以外に移行していくことをひとつの目途としつつ、外部委託によ

る研究と直接雇用等による研究の性質の違いや個々の研究事業が想定する期間も踏

まえて、共管５省は、毎年度、具体的にどの研究事業を復興特会以外で要求・要望す

るか復興庁と協議の上で決定し、要求・要望する。 


